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要旨
超高齢社会を迎えたわが国では，生産年齢人口が減少の一途を辿るとともに，未だ経験したことのない高齢
化に伴う様々な社会問題が広がりをみせている。一方で，わが国の高齢者は，他の先進国に比べて高齢になっ
ても働きたいニーズを強く持っており，働きたい理由として，収入のみならず，生きがいや健康を保つためと
いう意識が高いといった特徴を持っている。高齢者が長年培ってきた豊かな知識，経験，技術等を地域や社会
で活用し，高齢者を「社会に支えられる側」から「社会を支える側」へと転換していくことは，超高齢社会を
より豊かな社会にしていく有効な方策である。高齢者がその体力に見合った働き方をする，地域や社会で出番
を得られる場として，シルバー人材センターがある。今は多くの市区町村に存在し，約75万人の会員と約3,000
億円の契約高を有している。とはいえ高齢者に占める組織率は２% 程度であり，まだまだ発展途上の組織と
いえよう。シルバー人材センターはわが国独自の仕組みであるが，仕組みの特徴となぜこの仕組みが誕生し，
どのような変遷を辿ってきたのかを総合的に検証した資料は少なく，この度その考察を行なった。シルバー人
材センターが活力ある地域と社会の担い手となり，今後より多くの社会的ニーズに応えていこうとするのであ
れば，より自立した運営体制と社会のニーズを素早く汲み取って事業にしていく柔軟さが必要となる。
キーワード：高齢者，超高齢社会，地域社会，シルバー人材センター
１．研究目的
わが国において，「シルバー人材センター」とい
う名称を聞いたことのない人は少ないであろう。し
かしその実態についてはあまり周知されておらず，
「駐輪場の整理をしている高齢者」，「草木の剪定を
している高齢者」が所属する団体という程度の認識
ではないだろうか。
シルバー人材センターは，昭和50（1975）年に東
京都で「高齢者事業団」として設立されたことには
じまる。「自主・自立，共働・共助」の理念のもと
に「一般雇用にはなじまないが，高年齢者が持つ豊
かな経験，知識，能力，技術等を生かしつつ，働く
ことを通じて社会に貢献し，生きがいを得ていく機
会を確保する」ことを目的として，その後全国に広
まっていった仕組みである。現在はほぼ全国の市区
町村に設立され，約75万人の会員数と約3,000億円
の年間契約実績を有している。
わが国の高齢者は，企業等を退職した後も就労意
欲が高いという特徴を持っている。60歳以上の男女
を対象とした内閣府の「高齢者の地域社会への参加
に関する意識調査（2008）」によると，65歳以上ま
で働きたいとの回答は約９割を占めており，そのう
ち，70歳くらいまで働きたいとの回答が23.0％，75
歳くらいまでとの回答が8.9％，働けるうちはいつ
までもとの回答が36.8％にのぼっている。各国の就
業率を国際比較で見ると，労働政策・研修研究機構
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「データブック国際労働比較（2013）」（日，米，英，
独，伊，仏，瑞１，韓）における男性就業率は，60
歳～64歳で日本が第１位（70.9％），65歳以後につ
いては韓国に次いで第２位（27.6％）となっている２。
働く理由を見てみると，労働政策・研修研究機構
「高齢者の継続雇用等，就業実態に関する調査
（2013）」における高齢者の就業理由（複数回答あり）
では，60歳～64歳の男女とも「生活の糧を得るため」
との理由が他を引き離して第１位となっているが，
65歳以降の男性では「生活の糧を得るため」，「生き
がい，社会参加のため」，「健康にいいから」がトッ
プ３でほぼ拮抗しており，65歳以降の女性では「生
きがい，社会参加のため」がトップで，「健康にい
いから」，「生活の糧を得るため」が続いている。
わが国では，65歳以後の体系的な雇用政策という
ものは特段存在しない３。60歳～65歳の間の雇用政
策は2004（平成16）年及び2012（平成24）年に改正
された「高齢者等の雇用の安定等に関する法律（以
下「高齢法」という。）」によってはじめて定められ
たところであり，65歳以後は，公的年金と自助努力
による生活設計を促すというのが，政府の基本姿勢
といえる。先に述べたわが国高齢者の高い就労意欲
を背景として，定年退職等によって地域に戻ってく
る健康で働く意欲のある高齢者については，その先
の生活の足場となる地域で働く場を確保し，「社会
に支えられる側」から少しでも「社会を支える側」
に立ち位置を変えていくことが社会にとっても高齢
者自身にとっても望ましい姿であるといえよう。
そういった意味からシルバー人材センターは，地
域社会に密着した「臨時的かつ短期的またはその他
の経緯な業務」に係る仕事を企業・家庭・公共団体
等から請負・委任により引き受け，高齢者（会員）
に対してその希望・能力に応じて提供することを中
心とし，その他，臨時的・短期的な「雇用による」
就業等を希望する高齢者に対しては，無料の職業紹
介事業も行なうなど，高齢者にとって「体力的にも
時間的にも適うスポット就労」を前提とした働き口
を提供する仕組みとして，すでに全国各地に存在し
ている。
シルバー人材センター事業は，設立以来大きくそ
の規模を拡大させてきたが，60歳以上の高齢者に対
するセンターの組織率（入会率）は２％程度であり，
ここ数年は規模の拡大が頭打ちとなっている。しか
しこの仕組みがここまで全国的な広がりを見せたの
は，センター事業が地域の高齢者のニーズにある程
度応えてきた証とも言えよう。本論文では，ここま
で大きく成長してきたシルバー人材センター事業に
ついて，その仕組みや成り立ち，これまでの経緯を
考察することを目的とし，超高齢社会においてこの
仕組みが，地域と高齢者を活性化する役割を担うこ
とができるかの可能性を探るヒントとしたい。
２．先行研究・資料等
シルバー人材センターを総合的に捉えた「先行研
究」は多く見当たらない。参考となる文献として，
シルバー人材センターを断片的に取り上げた論文が
いくつかある他，シルバー人材センターの現在の動
きを伝える資料として，シルバー人材センターの唯
一の全国組織である「全国シルバー人材センター事
業協会（以下「全シ協」という。）」が発行する月刊
誌『月刊シルバー人材センター』がある。これは表
裏紙を含めて50頁の冊子で，都道府県単位のシル
バー人材センター連合会会長のコラムや全国各地の
市区町村レベルの拠点となるセンターの活動紹介や
センター事務局職員の奮闘記，小規模センターの取
り組み，会員からの各種の投稿などから成ってい
る。時折統計資料の掲載もあり，全国のセンターの
動きや取り組み，課題，会員の心情等を伺い知るこ
とのできる貴重な資料である。また，各センター単
位で定期的に発行している機関紙やホームページな
どからは，その地域のセンターの現状などを窺い知
ることができる。
シルバー人材センターの初動期を捉えることので
きる文献としては，シルバー人材センターの前身で
ある高齢者事業団（以下「事業団」という。）の生
み親である大河内一男元東京大学総長（大河内は
1974年に高齢者事業団の設立準備委員会会長に就
任。それ以降同事業の普及・推進に従事するように
なる）の各事業団での講演録を集めた，財団法人 
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東京都高齢者事業振興財団（1985）『大河内一男講
演集　高齢化社会に生きる』東京大学出版会があ
る。大河内はセンター事業を立ち上げた後間もな
く，1984年８月に亡くなっているが，亡くなるまで
の間にセンター関係の全国総会や地域のセンターを
回って講演を重ねており，これはそれらの講演集で
ある。従来は主に医療や福祉という面から捉えられ
「労働」とは無縁であった高齢者問題に「生きがい
のために働く」という新たな概念を持ち込んだ大河
内のセンター事業に対する意気込みが伝わる資料で
ある。
論文としては，宮地克典が（2010）『大河内理論
と高齢者就労』において，センター事業創設に関
わっていた1970年前後の大河内の社会政策と働く高
齢者に対する意識の変化を捉えている。大河内は，
従来の大河内理論において，社会政策は資本主義社
会では労働力の保全または培養のために不可欠であ
るとし，社会政策の対象者は労働者（被雇用者）で
あり，そうでない者は社会事業の対象との括りをし
ていたが，当事業に関わる中「新理論」において，
賃金労働者以外の生活安定のために働く階層も広く
社会政策の対象であるとの考えに変化した点を指摘
しており興味深い。老後の生活は「年功序列」と「家
族制度」の上に安居できるものとの考えから，時代
に対応していくために，高齢者にとっての「就労」
は肉体的にも精神的にも有用との考えに変化し，シ
ルバー人材センターの基本概念となっている。また
同じく宮地の（2012）『日本における老人福祉と高
齢者雇用の係争点』では，従来の高齢者就労施策は
「労働政策」と「老人福祉」に二分されていたが，「労
働」の専門家であった大河内が，事業団を介してこ
れら双方を包含することで「福祉」へと接近してき
たとの分析を行なっており，事業団設立の背景を窺
わせる。
小山昭作（1980）『高齢者事業団』はシルバー人
材センターの前身である高齢者事業団の誕生につい
て，都の失業対策事業終了の代替事業として，失業
対策事業就労者団体（主に全日自労）の要求をきっ
かけとし，行政や労働団体のみならず，学識経験者，
商工団体等を含めて事業団構想を推し進めることに
なった経緯が記されており参考となる。
また，小林謙一（1989）『シルバー人材センター
の現状と課題』は，高齢者事業団設立後14年目のセ
ンターの現状と課題について，当時設立されていた
約400のセンターにアンケート調査を行ない，回答
のあった170のセンターの実情を伝えているが，そ
の中で今後の第一の課題として，受注開拓や会員増
強が挙げられている点は現在の課題と全く変わら
ず，興味深い。
３．シルバー人材センターについて
3.1　会員数
シルバー人材センターの唯一の全国組織である全
シ協の統計によると平成26年３月31日現在におい
て，全シ協に加入しているシルバー人材センター等
の会員数は，正会員1,222団体（47都道府県にある
都道府県シルバー人材センター連合（以下「セン
ター連合」という。）及び主に各市区町村にあるシ
ルバー人材センター（以下「センター」という。）
で構成），賛助会員694団体，合計1,816団体となっ
ている４。平成26年４月１日現在の全国の市区町村
数は1,741であることから，会員センターは全国に
広く分布していることがわかる。ピークは，平成15
年の1,866会員であり，以来若干減少の傾向にある。
各拠点センターの会員（高齢者）の合計は平成24年
度で男性503,748人，女性240,221人の合計743,969人
である。ピークは平成21年度の791,859人であり，
やはり減少傾向にある。契約金は平成24年度で2,982
億円となっており，ピークの平成18年度の3,239億
円からこちらも近年減少を続けている。このように
センターの規模を全国的に見ると，過去５年から10
年の間にピークを迎え，その後減少傾向にあること
が判る。この原因としては2004（平成16）年及び
2012（平成24）年に改正された「高齢法」によると
ころが大きいと思われる。この高齢法の２度に渡る
改正によって，65歳未満の定年を定める事業主には
65歳までの雇用を確保するため，①定年の引き上
げ，②希望者全員に対する継続雇用制度の導入，③
定年の定めの廃止のいずれかの措置を講じることが
義務化されたため，60歳代前半層のセンターへの入
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会数が全国的に減少しているのである。
3.2　会員の仕事内容
契約金で見た発注別実績は，民間企業と個人から
のものが69％を占め，公共団体からの31％を大きく
上回っている。一般的には公共の請負業務がメイン
とのイメージが強いかもしれないが実態は公共以外
からの発注が約７割を占める。契約金で見た発注業
務の内容を見ると①一般作業（公園などの清掃や除
草，ビル清掃，カート整理，袋詰め，チラシ・パン
フレット配付，ポスター貼りなど）51％，②管理（公
共施設の管理，駅前や駅頭の自転車整理など）
23％，③技能（襖や障子の張り替え，大工仕事（軽
易なもの），植木の手入れなど）13％，④サービス
（家事援助，育児サービス，ハウスクリーニング，
外出の付き添い，話し相手，広報紙配布など）７％，
⑤技術（パソコン教室講師，学習教室講師，カル
チャー教室講師，家庭教師，翻訳・通訳，和・洋服
リフォーム，着付け，ビデオ製作など）３％，⑥折
衝外交（集金・配達，各種検針など）２％，⑦事務
（パソコン入力，毛筆筆耕，宛名書きなど）１％と
なっている。事務業務が少ないのが特徴であり，ホ
ワイトカラー層の高齢者からの事務職に対するニー
ズには応えられていない現状である。一方で清掃，
除草，施設管理などの割合が全体の７割を超えると
ころから，シルバー人材センターに対する一般的な
イメージが醸成されているのである。
3.3　法的根拠
センターは法律的には，高齢法の第６章（第41条
から48条）に規定されている。この法律自体は1971
（昭和47）年に制定された５ものだが，センターの
発足は1974（昭和50）年なので，本法律が制定され
た後にセンターに係る条文が加えられたのである。
センターの条文が本法律に加えられたのは，1986（昭
和61）年であり，これを機に法的根拠を得たセン
ターは全国へと広がっていくことになる。この高齢
法第41条では，センターについて，次のように規定
している（一部抜粋して概要を記す）。「都道府県知
事は，定年退職者その他の高年齢退職者の希望に応
じた就業で，臨時的かつ短期的なもの，またはその
他の軽易な業務に係るものの機会を確保し，及びこ
れらの者に対して組織的に提供することにより，そ
の就業を援助して，これらの者の能力の積極的な活
用を図ることができるようにし，もって高年齢者の
福祉の増進に資することを目的とする一般社団法人
又は一般財団法人であって，市町村（特別区含む）
の区域ごと１個に限り（場合によっては，都道府県
知事が指定する２以上の市町村の区域ごと１個に限
り），都道県知事は同条に規定する業務を行う者と
して指定することができる」，としている。センター
の設立にあたっては都道府県知事への届出を行な
い，指定されるという手順となっており，センター
で行なえる業務の範囲については第42条で規定され
ている。これらのことからセンターは地域に密着し
て設立され，最小単位は市区町村に１つであり，業
務の範囲がある程度制限されている特徴があること
がわかる。
3.4　会員である高齢者について
次に会員についてであるが，各センターとも原則
60歳以上（立川市シルバー人材センターではおおむ
ね60歳（57歳）以上を規定するなど例外あり）を会
員の対象としているのが特徴であるが，統一した厳
格な定めはなく，各センターの定款等による（各セ
ンターの定款で「該当市に居住する原則60歳以上の
者」と定めている場合が多い）。高齢法第41条では，
定年退職者その他の高年退職者とあるだけで，本法
律にセンターに関する条文が加わった昭和61年当時
は，定年を55歳としている企業も多かったが，高齢
者事業団の設立準備委員会では，「対象は概ね60歳
以上で上限は置かない。しかし，健康の適否を含め
た健康診断で健康についてチェックしていく。これ
は，労働能力面だけでなく，福祉という面で重視し
ていかねばならない」とされた。なお，各センター
で実施しているシニアワークプログラム６の対象年
齢は55歳以上としているのが一般的である。
会員の年齢階層別の割合を見ると，例えば東京都
シルバー人材センター連合に加入しているセンター
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の統計（平成24年度末現在）では，60～64歳が8.2％，
65～69歳が25.0％，70～74歳が34.1％，75～79歳が
23.3％，80歳以上が9.3％となっており，65歳～79歳
で82.4％を占めている。そのうち，実際に就業して
いる会員の割合で見ると，60～64歳が7.2％，65～
69歳 が24.6 ％，70 ～ 74歳 が35.5 ％，75 ～ 79歳 が
24.2％，80歳以上が8.4％となっており，65歳～79歳
で84.3％を占めており，さらにこの層の割合が高く
なっている。80歳以上の会員の割合の少なさは，そ
もそもの人口構成割合の少なさや体力的な問題から
ある程度納得できるが，60～64歳の層がもっとも割
合が少ない点は，改正高齢法の影響でそのまま企業
に雇用され続けている者が増えていることや定年退
職したてのヤングオールド層がまだセンター事業に
対して馴染みが少ないため，または当面の生活に対
する蓄えがあるため，就労の必要はないと考えてい
るのでないかと思われる。
3.5　入会手順及び事故に対する保険
入会手順としては，会員になりたい高齢者が各セ
ンターの開催する入会説明会を受講し，そこで配付
された申込書にその後「写真」と「住所，氏名，生
年月日を証明するもの」を添えて提出し，センター
の理事等と面談後，理事会の承認を経て会費を支
払って入会するというのが一般的な流れである。年
会費は各センターまちまちであり，1,000円から3,000
円程度である。会員は入会にあたって希望の職種を
センターに登録し，センターは，企業，家庭，公共
団体（これら発注者をセンターでは「お客様」と呼
ぶことも多い）から発注の来ている仕事の中から，
会員に見合うものを紹介し，会員が納得すれば就業
となる。就業の際は会員が健康であることの証明を
必要とする健康診断書などをセンターに提出する。
発注者とセンターの間で請負契約を締結し，発注者
からの仕事をセンターが会員に紹介・依頼して，会
員はセンターに対して仕事を遂行，センターが発注
者の仕事を完了させるという形をとるため，会員と
発注者の間には指揮命令関係は発生しない仕組みで
ある。発注者はセンターに契約金を支払い，セン
ターが会員に配分金を支払う。配分金の平均額は月
５万円程度である。なお，就業に際しては「雇用」
の扱いではないため，「労働者」とはみなされず，
「労働保険」の適用はなく，代わりにセンターがま
とめて加入している仕事中のケガや仕事先での損害
を保障する「シルバー保険」７が適用されることに
なる。まだ実績は少ないもののシルバー人材セン
ターでは会員の就業機会拡大のため，「シルバー派
遣事業（一般労働者派遣事業）」を行なうことも認
められており，その際は依頼事業主と会員の間に指
揮命令関係が生じるため，適用される保険はシル
バー保険ではなく労災保険となる。ちなみに雇用関
係にはないため，雇用保険その他厚生年金保険や健
康保険については適用除外となる。
４．シルバー人材センターの成り立ち
シルバー人材センターのはじまりとしては，全シ
協のホームページによると，「急速な高齢化の進展
の中で高齢期を有意義にしかも健康に過ごすために
は，定年等で現役引退した後でも，なんらかの形で
就業し続けたいと希望する高年齢者が増えてきたこ
とを背景に，1975（昭和50）年に東京都においてシ
ルバー人材センターのさきがけとなる「高齢者事業
団」が創設された」とされており，1975（昭和50）
年にはじまった仕組みとされている。しかし，より
正確にいえば，東京都シルバー人材センター連合の
ホームページにあるように，1974（昭和49）年12月
に「東京都高齢者事業団」が設立されているので，
1974（昭和49）年年がはじまりの年といっても良い
だろう。また，さらにその萌芽を辿れば，高齢者事
業団構想が示された東京都高齢者就労対策協議会の
第１回会合が開催された1973（昭和48）年９月まで
遡ることになる。この東京都高齢者就労対策協議会
は，それまでの都の失業対策事業打ち切りによっ
て，代替事業として，失業対策事業就労者団体（主
に全日自労）の要求をきっかけとし，行政や労働団
体のみならず，学識経験者，商工団体，福祉団体，
高齢者団体，婦人団体を含めて事業団構想を推し進
めることになったものである。
東京都高齢者就労対策協議会の第１回会合が開催
された翌，1974（昭和49）年６月に東京都高齢者事
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業団設立準備会が設置され，大河内一男８が会長に
就任している。「高齢者事業団は，大河内が理念，
組織，活動方針の形成，具体化に指導的役割を果た
しており，その構想は，既成の概念を超えた斬新な
発想に基づくものであっただけに，議論が白熱し，
時に深夜に及ぶこともあった」と東京都高齢者事業
団を大河内から引き継いだ氏原正治郎９は『大河内
一男講演集 高齢化社会に生きる』の刊行のことば
において述懐している。
ここで，高齢者事業団が設立された時代の背景に
目を向けてみたい。高齢者事業団が設立された1975
（昭和50）年頃というのは，わが国の労働者を取り
巻く環境が大きく変わりつつある時期であった。昭
和30年代から40年代にかけての高度経済成長がオイ
ルショックなどを機に陰りを見せ始め，それまで年
率約10％を誇っていた経済成長率が半分程度の成長
率に鈍化する。それまでの右肩上がりの経済成長を
背景にしたバラまき福祉政策にも変化が見え始め，
例えば1973（昭和48）年に老人福祉法が改正され，
老人医療費の窓口負担の無料化が図られていたが，
1983（昭和58）年に老人保健法の施行により当該措
置は廃止されている。また，ハイスピードで人口の
高齢化が進み，1970（昭和45）年に老齢人口比率が
７％を超えてわが国は高齢化社会へと突入する（65
歳以上の人口比率が７％以上の社会を高齢化社会と
呼んでいる）。人口の高齢化に伴って企業における
定年退職年齢についても，それまで主流の「55歳定
年制」から「60歳定年制10」が唱えられるようにな
る。当時は「昭和60年には60歳定年制」をという政
策目標11の下，企業においては熟練労働者の活用が
可能となり企業イメージも向上すること，労働者と
しては雇用保障となることなどから，労使歩調を合
わせて定年年齢を60歳とする企業が増加した。公的
年金の支給開始年齢についても1980（昭和55）年に
男子60歳から65歳へ（女子については55歳から60歳
へ）の繰り上げが厚生省から社会保険審議会に諮問
されている。結果としては，労使委員の強い反対で
実現には至ることはなかった。このように，経済成
長が当たり前のものではなくなった状況下において
わが国は高齢化社会に突入していく。そこでは高齢
者を社会でどう扱うべきかという問題が発生し，定
年延長や年金財政への懸念が表面化してくるのであ
る。つまり高齢者は「社会から支えられるべき存在」
という従来の観念から脱却せざるを得ない変化が確
実に起こり始めた時代であったといえよう。この社
会変化を大河内は的確に捉えていたものと思われ
る。
シルバー人材センターの前身である，財団法人 
東京都高齢者事業振興財団（1975（昭和50）年10月
に高齢者事業団から改組）の「財団基本計画のため
の覚え書き」（1982（昭和57）年５月）において大
河内は，「「敬老精神」とか老人福祉とかよばれるも
のによって高齢者が自分の「仕事」からはなれて，
国なり地方自治体から，経済的或いは物的に，何か
を上から与えられるということは，これからの老人
福祉にとってはプラスにはならないのみか，むしろ
それを老人にとっての生きがいだと思い込むこと
は，高齢化社会における高齢者の誇り高き存在を傷
つけるものなのである。高齢者は高齢者であること
によって何ものかを施与されるのではなく，逆にい
よいよその数が減少していく中堅人口や稼働人口の
レーバー・ショーテージとかれらの生活にむすびつ
きやすい労働忌避の性癖に対して，「働く」ことの
人間的意味を示すという社会的に重大な任務を背
負っていると考えるべきなのである」と述べてい
る。高齢者はこれからは「社会を支えるべき存在」
として，高齢者自らのみならず，社会に対しても発
想の転換を迫る大河内の啓示ともいえるであろう。
1974（昭和49）年12月に「東京都高齢者事業団」
が設立された翌年２月，地区センターの第１号とし
て，東京都江戸川区に江戸川区高齢者事業団が設立
された。東京都からはじまった高齢者事業団は，
1980（昭和55）年に，高齢者の就業支援体制を定め
た国の第四次雇用対策基本計画に基づき，「高齢者
労働能力活用事業」として，センターを設置してい
る自治体に対する国の補助事業となり，これを契機
にセンターの設置は全国の市町村に広がっていっ
た。そして同年12月，各センター間の情報交換・経
験交流等を図ることを目的としたシルバー人材セン
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ターの全国組織である「全国高齢者事業団・シル
バー人材センター等連絡協議会」（以下「全高シ連」
という。）が発足した。その後「全高シ連」は，
1982（昭和57）年７月に「社団法人 全国シルバー
人材センター協議会」，いわゆる現在の「全シ協」
に改組。1986（昭和61）年に成立した「高齢法」に
よって，国や自治体には，定年退職者などの高年齢
者の就業機会を確保するために，「高齢者等の意欲
及び能力に応じた雇用の機会その他の多様な就業の
機会の確保等を図るために必要な施策を総合的かつ
効果的に推進するよう努めること」が責務として定
められ，センターの設立数は飛躍的に伸びていく。
前述のように高齢法はシルバー人材センター事業の
法的根拠となっている。1995（平成７）年度末まで
に全国の市町村に設置されたセンターは約700と
なったが，いまだ全市町村数の約３割に満たない数
であったため，センター関係者はさらに広く普及さ
せることを望んでいた。
そして1996（平成８）年の高齢法の改正により，
拠点となる各市区町村のセンターは，新たに都道府
県ごとに指定される「センター連合」の活動拠点と
して位置付けられ，都道府県が行う高齢社会対策と
の連携の下に，拠点となるセンターとセンター連合
が一体となってシルバー人材センター事業を効果的
に展開していく体制となった。
なお，全シ協は公益法人制度改革を受けて，2012
（平成24）年，「公益社団法人 全国シルバー人材セ
ンター事業協会」として現在に至っている。
５．シルバー人材センターを取り巻く状況
5.1　超高齢社会への突入と経済成長のさらなる鈍化
ここ数年間におけるシルバー人材センターを取り
巻く状況について概観する。
まず，社会経済的環境としては，ここ数年で少子
高齢化が一層進行している。2009（平成19）年には
高齢化率（65歳以上の高齢者が総人口に占める割
合）が21％を超え，わが国は「超高齢社会」に突入
したが，そこに加えて1947（昭和22）年から1949（昭
和24）年に生まれた団塊の世代（厚生労働省の人口
動態統計によるとこの３年間に約806万人が出生し
ている）や1950年代に生まれたポスト団塊の世代が
次々と65歳を超えて高齢者の仲間入りをしつつあ
る。2013（平成25）年の高齢化率は25.1％で４人に
１人が65歳以上となり，50年後の2060（平成72）年
には高齢化率は39.9％となり，2.5人に１人が高齢者
となることが見込まれており（国立社会保障・人口
問題研究所「日本の将来推計人口（平成24年１月推
計）による），シルバー人材活用に対する期待はま
すます大きくなっている。
次に，わが国の経済成長率を見ると，1970（昭和
45）年から1990（平成２）年の平均で4.2％，1991（平
成３）年から2013（平成25）年の平均で0.9％となっ
ており（社会実情データ図録より），経済成長は鈍
化している。名目賃金については，従業員５人以上
の企業で，2010（平成22）年の指数を100とすると，
1997（平成９）年の113程度からほぼ下降傾向にあ
り，2008（平成20）年以降2012（平成24）年までは
おおよそ100を切る状態となっており（厚生労働省
「毎月勤労統計」より），経済環境の低迷が，シル
バー人材センターへの受注契約の減少傾向のひとつ
の背景となっているものと考えられる。
5.2　公益法人改革
ここ数年の制度的な変化を見ると，2008（平成
20）年に公益法人改革が行なわれ，「公益法人制度
改革関連三法」（「一般社団法人及び一般財団法人に
関する法律」（一般法人法），「公益社団法人及び公
益財団法人の認定等に関する法律」（認定法），「一
般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益
社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律の
施行に伴う関係法律の整備等に関する法律」（整備
法））の施行によって，旧民法の規定に基づき設立
された社団法人（以下「特例民法法人」という。）
であるセンターは，５年間の移行期間内に，公益社
団法人への移行の認定申請または一般社団法人への
移行の認可申請を行なうことになった。
それまでの公益法人制度は1896（明治26）年の民
法制定以来，100年以上に渡って社団法人や財団法
人として機能してきたが，主務官庁による縦割りの
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指導監督体制や情報開示の不十分さ，公益性を失っ
た法人が存続しているなど，様々な制度の硬直性が
指摘されて改革されるに至った。新しい公益法人の
制度では，一般社団法人や一般財団法人は登記だけ
で設立でき，それらの法人のうち，希望する法人に
対して民間有識者による委員会の意見に基づき行政
庁が公益性の判断について認定すれば公益社団法人
や公益財団法人が設立できる仕組みとなった。この
公益社団法人や公益財団法人は，公益目的事業を行
なうことを主たる目的として公益認定の基準を満た
す法人とされており，シルバー人材センターの場合
に当てはまる公益目的事業は，「公益社団法人及び
公益財団法人の認定等に関する法律」（認定法）の
別表に掲げられている「高齢者の福祉の増進を目的
とする事業」，「勤労意欲のある者に対する就労の支
援を目的とする事業」，「地域社会の健全な発展を目
的とする事業」である。全国的に都道県のシルバー
人材センター連合本部などが中心となり，公益社団
法人化が進められた。公益社団法人とするメリット
は，優遇税制（税制上の優遇措置として法人税にお
いて，収益事業であっても公益目的事業と認められ
れば非課税となる。また，寄附金に対する優遇制度
などがある）が受けられることの他，より公益性重
視の姿勢が明確になり，社会的信用が増して受注が
受けやすくなることや行政の支援が受けやすくなる
ことなどである。全国にあるシルバー人材センター
はもともと人格なき任意団体である「高齢者事業
団」としてはじまり，多くはその後社団法人化し，
この機に公益法人に移行している。
5.3　事業仕分け12
2009（平成21）年11月に，民主党政権下において
内閣府に設置された行政刷新会議において厚生労働
省の補助金である「シルバー人材センター援助事
業」が事業仕分け（第１段）の対象となり，「予算
要求の１/３程度縮減」という評価が下された。そ
の際のとりまとめコメントとしては，全シ協の廃止
要求，補助金が既得権益になっているとの指摘，民
業圧迫の実態調査の要求などが挙がっている。その
後，2010（平成22）年11月に行政刷新会議の事業再
仕分け（第２段）が行われ，事業仕分け第１弾の評
価結果の確実な実施が求められた結果，各センター
の平成23年度予算額は，３割程度の削減となり，非
常に厳しい事業運営を強いられることになった。ち
なみにセンターの事業運営費については，2008（平
成22）年度の平均で国庫補助金23.6％，地方公共団
体補助金37.4％，自己財源39％となっており，運営
費に占める補助金の割合が高い。現行の補助スキー
ムは，「各都道府県のシルバー人材センター連合に
対する運営費補助」，「国２分の１」，「地方公共団体
２分の１」となっており，それら補助金の多くの割
合がセンター職員の人件費に充てられている状況で
ある。国の補助金の額は，センターの規模に応じて，
一律に３段階に定められている。地方公共団体が国
と同額を補助することで，補助対象経費の１/２ず
つを助成することになっている。
2009（平成21）年11月の行政刷新会議の事業仕分
け（第１段）において，シルバー人材センターに対
する補助金は「見直し」とされ，予算要求の１/３
程度の縮減，全シ協への補助金廃止を検討する，と
いうことになった。事業仕分けの結果については法
的強制力がなく，あくまで判断材料のひとつとなっ
ているが，この結論を受けて厚生労働省では，セン
ターの規模（職員数）や業務量を考慮した上で，事
務局職員に対する人件費補助を縮減。全シ協につい
ては，法人自体の存在意義は認めるものの全シ協事
業のうち，①啓発活動事業，②拠点職員に対する研
修事業，③ワークプラザ奨励事業について廃止とし
た。結果，22年度予算額（11,410百万円）は，21年
度予算額（13,594百万円）に対して約２割弱の縮減
となった。続く事業再仕分け（第２段）においてよ
り確実な縮減の実施が求められたため，23年度予算
額（9,110百万円）は21年度予算から３割強の大幅
縮減となった。24年度以降においても21年度予算額
に対する３割程度縮減の状態が続いている。しかし
ながら2012（平成24）年12月に政権が交代し，事業
仕分けを行なった民主党政権から自民党政権とな
り，センター事業の必要性を訴える声が政権側にお
いてもセンター側からもあげられており，センター
を取り巻く環境は少しずつ変化の兆しを見せている。
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5.4　改正高齢法の施行
企業等において60歳定年制が主流となっている現
在，公的年金の支給開始年齢が60歳以降に繰り上げ
られていくことに伴って生じる，収入を得られない
空白期間を埋めるため，2013（平成25）年４月から
改正高齢法の施行によって，雇用の継続を希望する
人は原則として全員が65歳まで再雇用されることが
可能となった。企業には（１）定年の廃止，（２）
定年年齢の引き上げ，（３）継続雇用制度（再雇用
など）の導入，のいずれかで対応することが求めら
れることになった。本法の施行によって，これまで
のように60歳で企業等を定年退職してフリーとな
り，職場から地域に居場所を変え，地域での出番を
求めてセンターに入会するというパターンに大きな
変化をもたらした。即ち，60歳台前半層については
継続雇用によって職場に残るケースが多くなり，セ
ンター加入のきっかけがなくなったため，各地のセ
ンターでは会員数が減少する事態が起こっている。
5.5　厚生労働省でセンター機能強化のための検討会
を開催
厚生労働省の「生涯現役社会の実現に向けた就労
のあり方に関する検討会」（座長：大橋勇夫　中央
大学大学院戦略経営研究科教授）が2013（平成25）
年２月から６回にわたり開催され，同年６月に報告
書がとりまとめられた。この検討会は，地域におけ
る中高年齢者の就労をめぐる現状と課題を整理し，
企業を退職した高年齢者が「居場所」と「出番」を
得られ，地域社会に貢献できるような就労を支援す
るための施策の方向性を検討することを目的として
設置されたものである。報告書の中で「生涯現役社
会の実現に向けた就労・社会のあり方についての提
言」として，シルバー人材センター関連では以下の
２つの提言を行なっている。①「プラットフォー
ム・コーディネーター設置の推進モデル事業」とし
て，シルバー人材センター，社会福祉協議会，地域
包括支援センター，NPO 等の各機関の連携強化を
行うため，情報を共有するプラットフォームを作る
とともに，地域のニーズを発掘，創造し，意欲のあ
る高齢者を見出し，これらをマッチングさせていく
コーディネーターを活用することが重要であると
し，こうした取組が全国に普及するように，いくつ
かの地域でモデル的な取組が必要としている。②
「シルバー人材センター等の活性化」として，シル
バー人材センター，社会福祉協議会，地域包括支援
センターについて，それぞれの機能強化を行うとと
もに，連携を強化することが必要としている。
5.6　政権与党における議員連盟発足
2013（平成25）年９月に「自由民主党 シルバー
人材センター活性化議員連盟」が発足した。シル
バー事業が地域社会の様々なニーズに応えるととも
に，高年齢者・地域社会の双方から更に必要とされ
る存在となることを目的として掲げている。民主党
政権における事業仕分けで削減された予算の復活の
声も寄せられるなど，政権交代による揺り戻しの感
もあるが，本議員連盟は，シルバー事業がこれまで
担ってきた役割が改めて認識されるとともに，課題
の解決に向けた取り組みの一助となるものとセン
ター関係者の期待も大きいものと思われる。
5.7　地域のNPO法人との比較
高齢者が定年退職などで地域に戻り，地域の
NPO 法人等で有償で働くという選択肢がある。認
証 NPO 法人数は内閣府の統計によると平成26年10
月末現在で全国に49,580団体存在する。事業内容と
しては，「保健・医療・福祉」が約６割を占め，次
いで「社会教育」，「まちづくり」，「子どもの健全育
成」などが続いている。NPO 法人の有給職員は
2004（平成16）年の推計で約71.7千人，ボランティ
アは171.9千人であり，団体当たりの平均人数に変
化がないと仮定すると，現時点では，この２倍以上
の規模になっている可能性がある。NPO 先進国と
いわれる米国では，有給職員とボランティアを合計
した NPO 就業者の絶対数は1,200万人であり，雇用
総数に占める割合は10％を占め巨大な労働市場を形
成している13。2014（平成26）年10月末現在の日本
の労働力人口のうち就業者は約6,400万人であり14，
米国の割合を日本にあてはめて考えると約640万人
の NPO 就業者が存在することとなり，現状ではわ
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が国の NPO がまだ十分に育っていないことを窺わ
せる。
「保健・医療・福祉」分野をメインとする，いわ
ゆる「介護福祉型 NPO 法人」は数は多いものの専
門資格や経験等を持たない高齢者が就業する場とし
ては適切とは言い難い。その他無償ボランティアを
メインとする「慈善奉仕型 NPO 法人」を除く，事
業収入が見込める「事業型 NPO 法人」が就業先と
して有力となるが，NPO 法人の有給職員の平均月
給額は約16万円，事務局長でも約19万円であり，財
政が厳しいことが予想できる。ただむしろ，短日，
短時間でも働ける高齢者であれば就労しやすい面も
あろう。NPO 法人の非正規職員の平均月給額は約
８万円であるが15，シルバー人材センターでの平均
月収入は全国平均で月８～10日就業で３～５万円で
あるため，就労条件さえ合えば，高齢者の有効な働
き口となる。筆者が2011（平成23）年12月に認定
NPO 法人に対して行ったアンケート調査「NPO 法
人と高齢者雇用」（88団体に調査依頼，44件から回
答）では，半数以上の NPO 法人で60歳以上の高齢
者が有給で働いており，法人側はシニア層の技術や
経験，人脈を活用したい資源と考えており，シニア
層が柔軟な雇用形態が可能なことも魅力で，今後60
歳以上の有給の人を採用したい意欲があることがわ
かっている。現在，地域と NPO 法人を繋ぐネット
ワークが不足していることから，むしろシルバー人
材センターが人材の紹介機能を生かして会員を
NPO 法人に紹介していくという，競合ではなく協
力関係になることが必要であろう。
６．シルバー人材センターの課題と展望
シルバー人材センターは，世界に類のないわが国
独自の事業である。そうなったひとつの理由は，多
くの高齢者が収入のためだけではなく，健康のた
め，生きがいのために働きたいと考えているという
わが国独特の国民性にある。シルバー人材センター
の創設者である大河内は，「働く」ことのわが国と
西欧との捉え方の違いについて様々な講演会におい
て言及している。1983（昭和58）年６月24日の全シ
協第２回定期総会において大河内は，「西欧各国に
おいては，「働く」という営みは「苦痛」である，
とされているようだ。他人を働かせる場合は，苦痛
を他人に転嫁することになるから，その代償として
一定基準で報酬，または賃金を支払うのが社会の
ルールになる。日本はこれと違い，自ら働かなけれ
ばならないことが日常生活の重大事項であり，「働
く」営みは，何人にとっても，当然なこと，あるい
は生きがいであるという考え方が，非常に永い期間
にわたって続き，今日にいたっているのではない
か。朝に星を戴いて家を出，夕べには月影を踏んで
帰る，というのが非常に好ましい風景であると同時
に生活態度であると考えてきたというべきである」
（『高齢社会に生きる』ｐ110−113より内容を要約し
て抜粋）との見解を述べている。シルバー人材セン
ター事業は，このような独特の国民性と当時の社会
状況（高度経済成長の終焉と高齢化社会の到来）を
背景として誕生した。そして，それまでの福祉や雇
用を中心とした高齢者施策に新たな視点が加わり，
高齢者には自立が求められ，ひいては健康で働く意
欲のある高齢者は地域において居場所と出番を得る
ことで地域社会を活性化する，「社会を支える側」
への役割の転換に大きな期待が寄せられるようにな
る。大河内がシルバー人材センター事業を「雇用に
よる労働」と結び付けなかったのは，ややもすると
労使対立の構図の上にセンター事業が乗ってしまう
ことを避けたのかもしれないが，少なくとも高齢者
のうち，①「労働の必要がない階層」や②「雇用労
働を必要とする階層」ではなく，その狭間の多くの
中間層である③「雇用労働の必要はないものの，幾
ばくかは働きたい階層」に着目した事業となったこ
とは，世界に類のない新たな形態の事業の誕生とな
り注目すべきである。
制度創設以来，長らく順調に成長してきたセン
ター事業は，ここ数年は頭打ち，もしくは減退の傾
向にある。前述のとおり民主党政権下での事業仕分
けによる補助金の大幅縮減や改正高齢法の施行によ
る60歳代前半層のセンター会員への取り込みが極め
て困難になったことが大きな要因である。しかしな
がら裏を返せば，それら外的要因に左右されにくい
自立した体制を作ることがこの仕組みを持続させる
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上で必要とされる。具体的には，より積極的な契約
の受注と会員の獲得が喫緊の課題である。センター
の運営は全国平均でみると，６割が補助金で賄わ
れ，４割が自己資金（会費収入等）であるため，補
助金の割合を減少させるためには会費収入の増加が
必要であり，そのためには会員数の増大，ひいては
会員のための受注契約の増加が求められる。セン
ターが会員の対象とする年齢の範囲としては今後65
歳以降の高齢者が中心となるだろうが，すでに現在
65歳に達し，職場を退きつつある団塊の世代である
ホワイトカラー層に対して，彼らの経験，知識，技
能に見合う働き口が圧倒的に不足している（事務業
務が契約金額全体の１％）状況は改善を図らなくて
はならない。これに対するひとつの試みとしては，
新座市シルバー人材センターが行っている市民後見
人制度推進事業がある（現在筆者が研究途中であ
る）。埼玉県新座市は都心近郊（東京都練馬区や西
東京市などに隣接）に位置する人口約16万人の市で
あるが，地域ではこれからの認知症高齢者の大幅な
増加や高齢者が後見人として，家族親族以外の市民
後見人を希望するなどのニーズが少なくなく，後見
人不足が見込まれていることから，この事業への取
り組みを始め，市民後見人を希望する会員を募り，
東京大学の政策ビジョン研究センターの所定プログ
ラムの受講など130時間に及ぶ講習等を組んで，市
民後見人を育成しているところである。
また別の課題として，センター事業が民業を圧迫
しているのではないかとの指摘がある。特に剪定等
の軽作業においては地域の造園業などとの競合する
場面も考えられる。そもそもセンター事業は雇用労
働者を基本とする民間業者等とは働き方においても
一線を画しており，顧客ニーズも自ずと異なるはず
である。造園に例えれば，庭師に来てもらいある程
度高額なしっかりとした作業をしてもらわなくても
良いがちょっとした草刈程度のことをしてほしいと
いった，いわば業として成り立ちにくいニッチな分
野をセンターは開拓すべきである。２メートル以上
の樹木の伐採は危険性を考慮して行わないセンター
もあり，プロ的な領域は専門業者でしか請け負えな
い。実際あるセンターで事務局職員から聞いた話で
は，センターの受注先が民間業者にとられるケース
も増えているとの話であり，民間業者はその道のプ
ロとして事業を行ない，センターは隙間の需要を狙
うことで上手な棲み分けが可能となるよう相互に工
夫と努力が必要であろう。りんごの栽培，収穫のよ
うな手間暇のかかる作業は民間事業者では手を出せ
ず，センター会員が時間をかけて講習を受けて請け
負い，好評を博している例もある（青森県板柳町シ
ルバー人材センター「月刊シルバー人材センター
2013/04」より）。また，若年者の雇用を奪っている
のではないかとの指摘もあるが，果たしてセンター
の短時間，短期，軽作業中心の業務が若年者の雇用
ニーズに合うのかという点で疑問であり，若年者に
は若年者に見合う雇用政策が必要である。
高齢者のセンターでの就労のあり方として，高齢
者独特の体力的な問題や年金収入を補完する収入程
度は期待したいとする層が多数存在している背景を
考えると，短期，短時間，ワークシェアリングと
いった形態で，地域のネットワークやコミュニケー
ションを大切にしながら地域で信頼される働き方を
していくことは地域にとって有効である。そういっ
た観点からは地域における高齢者やこどもの見守り
事業などは地域のニーズにマッチする事業である。
都市においても地方においても地域の高齢化はます
ます進み，今後新たな課題も生まれて来るであろう
が，それに伴ってセンター事業の趣旨に見合う新た
な事業もまた生まれて来よう。東京大学高齢社会総
合研究機構が2011（平成23）年から2012（平成24）
年にかけて千葉県柏市豊四季台において柏市等と連
携して，「生きがい就労事業」についての研究を行
なった。「生きがい就労事業」とは，リタイアした
高齢者の生きがいに貢献しつつ，地域の課題解決に
もつながるような就労の場を提供する事業というこ
とで，農業，食，子育て，生活支援，福祉の５つの
分野でリタイアした高齢者約200名近くがこの事業
によって就労の場を得ることになったが，その報告
書が厚生労働省「生涯現役社会の実現に向けた就労
のあり方に関する検討会」資料として提出された。
この資料のなかで，生きがい就労事業の継続には中
間支援組織の存在及び機能が鍵を握っており，その
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第一の候補としてシルバー人材センターの機能強化
を挙げ，地域の課題解決に高齢者が活かせるモデル
の積極的な開発や各事業者ともに高齢者で分業でき
るような短時間業務の積極的な開発を期待してい
る。
大河内が40年前に創設したセンター事業に対する
将来的な需要は一層増してくると思われる。それら
のニーズを汲み取り，センター事業を説得力のある
事業として存続発展させていくためには，地域の変
化と高齢者自身の変化を敏感に読み取り，立ちはだ
かる課題を糧として，柔軟性のある，より自立した
組織として成長していかなければならない。
注
１　スウェーデン
２　韓国の65～79歳層が主に就業した産業は「農林魚業が
48％」を占めている。韓国統計庁「経済活動人口付加調
査（若年層・高齢層）結果」（2008年５月実施）
３　一部奨励金等（高年齢雇用安定助成金，高年齢雇用開
発特別奨励金）は除く
４　センター連合に加入し，全シ協に加入していないセン
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年度事業計画」（全シ協）より）。
５　1960年代の高度成長にもかかわらず中高年の雇用・失
業情勢は良好とならなかったことから，総合的な施策で
雇用の場を確保するために高齢法の前身である「中高齢
等の雇用の促進に関する特別措置法」（昭和46年法律第
68号）が制定された。（コトバンク（ブリタニカ国際大
百科事典小項目事典）より）
６　高齢者が長年培った知識・経験を生かし，意欲と能力
に応じた労働等を通じて，福祉の受け手から社会を支え
る側に回れるよう，その実現に向け，地域及び企業の
ニーズに沿った高齢者向けの技能講習を充実させ，55歳
以上の高齢求職者を対象に，地域の事業主団体等の参
画・協力のもとに，地域・産業別の労働力需要等に対応
した技能講習及び面接会を一体的に実施して，高齢者に
対して雇用・就業の支援を行うもの。（全シ協ホームペー
ジ http://www.zsjc.or.jp/movie/sw/ より）
７　シルバー保険とは，シルバー人材センターの正会員
が，①就業中や就業場所への行き帰りに偶然被った傷害
自己及び熱中症を補償の対象とする「シルバー人材セン
ター団体傷害保険」と，②就業中に事故が発生し，他人
の身体や財物に損害を与え，法律上の損害賠償責任を負
うこととなった場合を補償の対象とする「シルバー人材
センター損害賠償保険」の２つの補償を組み合わせた保
険制度で，保険契約者はシルバー人材センターとなる。
８　大河内一男　1905−84（明治38−昭和59）年　明治38
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辞任。総長辞任後も社会保障制度審議会会長をはじめ多
方面にわたる社会的活動を続けた。コトバンク（世界大
百科事典第２版）より
９　氏原正治郎1920−87（大正９−昭和62）年　昭和時代
後期の経済学者。大正９年８月２日生まれ。昭和24年東
大社会科学研究所にはいり，37年に教授。実態調査に
よって戦後の労働問題を追究した。社会保障や高齢者雇
用の政策立案におおきな役割をはたした。昭和62年８月
21日死去。67歳。愛知県出身。東京帝大卒。著作に「戦
後労働組合の実態」「日本の労使関係」など。コトバン
ク（デジタル版日本人名大辞典より）
10　1980（昭和55）年，60歳定年制を法制化（60歳定年制
への段階的改正），1994（平成６）年，高齢法改正により，
1998年以降の60歳以上定年制を義務化。
11　1978（昭和53）年，財団法人 高齢者雇用開発協会
（2008（平成20）年解散，事業の一部は現在の独立行政
法人 高齢・障害・求職者雇用支援機構に引き継ぎ）が
設立され，この政策基本目標の下，普及啓発が行われた。
12　行政の事業の必要性ややり方を公開の場で外部の視点
を入れて問い直すことで，硬直化した国や自治体の事業
を再構築するための手法。歳出削減を目指す政府の行政
刷新会議が，2010年度の予算編成の際に採用して注目さ
れた。非営利の政策シンクタンク「構想日本」が02年に
行政改革を目的として始めた手法で，自治体を中心に実
績を上げてきた。行政刷新会議の事業仕分けでは，各府
省の概算要求に盛り込まれた事業のうち約450事業を対
象に，事業ごとに「そもそも必要な事業か」「国が担う
べきか地方が担うべきか」「来年度行う必要があるか」
「事業内容などに改革の余地があるか」などの観点から
評価し，「予算要求通り」「予算縮減」「見直し」「廃止」
などに仕分けた。仕分け作業は，国会議員や学者，自治
体職員らからなる３チームが，９日間にわたって行っ
た。各府省による事業の説明と財務省による査定の説明
の後，評価者（仕分け人）が質疑・議論を経て各自評価
シートに結果と理由を記載し，それらを集約してチーム
の結果を公表する流れで，一連の作業時間は約１時間。
仕分け作業は公開され，インターネットでも中継され
た。会場に多くの傍聴者が訪れるなど，国家予算の編成
過程に国民の関心が集まった。事業仕分けの結果に法的
強制力はなく，この結果を判断材料の一つとしてどのよ
うな予算を組むかは政治家の責任である。コトバンク　
知恵蔵2014より
13　独立行政法人 労働政策研究・研修機構ホームページ
http://www.jil.go.jp/foreign/labor_system/2004_8/
america_01.htm
14　総務省統計局ホームページ　http://www.stat.go.jp/
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15　労働政策研究・研修機構（2006）『NPO の有給職員と
ボランティア』労働政策研究報告書 No.60
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